
市営野庭住宅（Ｊ街区）建替事業　入札説明書等に関する質問に対する回答（令和８年10月23日公表）

番号 該当頁 項目名 質問内容 回答

1-1 入札説明書 2 2.1.4 事業目的 5行目に【Ｊ街区は令和8年度の事業着手・・・】と
の記載がございますが、令和9年度の誤謬かと思われ
ます。修正願います。

ご指摘のとおりです。
「Ｊ街区は令和９年度の事業着手を予定している」
に修正します。

1-2 入札説明書 3 2.1.5 (3) 事業期間 4行目に【市による新築住棟等の完工確認日か
ら・・・】との記載がございますが、完工確認日と
引渡日と維持管理開始日は同日との認識でよろしい
でしょうか。

完工確認日を、事業契約書（案）第28条第1項に定め
る完工確認書の交付日と定義し、これを事業契約書
（案）別紙5に記載します。この定義のもと、完工確
認日、新築住宅等の引渡日及び維持管理期間の開始
日は同日です。

以下の規定もご参照ください。

・新築住宅等の整備完了日は、新築住宅等の完工確
認書の交付日とする。（事業契約書（案）別紙5）
・新築住宅等を市に貸付けるための引渡しの日は、
新築住宅等の整備完了日とする。（事業契約書
（案）第19条第3項）
・維持管理期間の開始日は新築住宅等の引渡日（貸
付開始日）とする。（事業契約書（案）第28条第3
項）

1-3 入札説明書 5 2.1.6 事業スケジュー
ル（予定）

【※具体的なスケジュールについては、PFI事業者か
らの提案・・・】との記載がございますが、期間の
短縮以外にも部分完了や部分引渡しによる次工程へ
の移行も可能と考えてよろしいでしょうか。

部分完了及び部分引渡しに関する提案は可能です。
ただし、部分引渡しの範囲及び時期は、提案を踏ま
え、事業者選定後に市とPFI事業者が協議のうえ、市
が決定します。
部分引渡しを受けた部分の維持管理は、引渡し時点
から開始します。維持管理期間の終了日は、最後の
引渡しに応じた終了日に統一します。

1-4 入札説明書 8 3. 3.1 3.1.2 入札参加者の参
加資格要件

FAやSPC管理業務を担う企業等、設計企業、建設企
業、工事監理企業、維持管理企業、余剰地活用企業
のいずれにも該当しない構成企業は、3.1.2(1) 入札
参加者の参加資格要件（共通）を満たせば、参加資
格を要するものとの理解でよろしいでしょうか。

設計企業、建設企業、工事監理企業、入居者移転支
援業務企業、維持管理企業、余剰地活用業務企業の
いずれにも該当しない構成企業は、3.1.2(1) 入札参
加者の参加資格要件（共通）を満たせば、入札参加
者の構成企業として参加いただけます。

1-5 入札説明書 18 4.3.10 ｇ 入札の無効 【その他入札説明書等に・・・】との記載がござい
ますが、上記No.3に記載した部分完了や部分引渡し
による次工程への移行は含まれないものと考えてよ
ろしいでしょうか。

部分完了及び部分引渡しに関する提案は、入札の無
効に該当するものではありません。

1-6 入札説明書 6 2 4 事業に必要とさ
れる根拠法令等

建築確認申請（計画通知）は民間審査機関でも問題
ないでしょうか。開発許可や一団地認定申請上、貴
市として支障をきたす可能性がございましたら併せ
てご教示いただけますでしょうか。

前段については、ご理解のとおりです。
後段については、民間審査機関を活用する場合で
あっても、本市の各種許認可・審査手続き上、直接
的な支障をきたすものではありませんが、各手続間
で齟齬が生じないよう、民間審査機関及び本市の関
係各課等と、申請スケジュールや内容の整合性につ
いて、事前に十分な協議・調整を行ってください。

1-7 入札説明書 6 2 4 事業に必要とさ
れる根拠法令等

計画案が「横浜市斜面地における地下室建築物の建
築及び開発の制限等に関する条例」に該当した場
合、特例等はなく、条例を遵守した計画が求められ
るとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

1-8 入札説明書 22 6 1 ３ 定期借地権設定
契約又は土地売
買契約の締結

余剰地の返還時に防火水槽や雨水貯留槽などの公共
施設の残置は協議により可能でしょうか。

定期借地権設定契約の終了時は、引渡時と同じ状態
での返還を原則としますが、公共施設の残置につい
ての協議は可能です。その手続きについては、定期
借地権設定契約（案）第25条第1項によるものとしま
す。

2-1 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

1 1 3 事業審査委員会
意見の反映

【ＰＦＩ事業者等の提案内容に対する意見・・・】
との記載がございますが、要求水準記載事項を上回
り、費用が発生するものに関しては変更協議の対象
と考えてよろしいでしょうか。

PFI事業者等の提案内容に対する意見は、PFI事業者
の提案水準の範囲内のものであり、入札価格からの
追加費用は生じない想定です。

資料名 該当箇所 （見出し記号）



市営野庭住宅（Ｊ街区）建替事業　入札説明書等に関する質問に対する回答（令和８年10月23日公表）

番号 該当頁 項目名 質問内容 回答資料名 該当箇所 （見出し記号）

2-2 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

6 2 3 （2） 適用基準 【なお、基準等は全て入札時点・・・】との記載が
ございますが、公告時点の誤謬では無いかとか思わ
れます。修正願います。

ご質問の箇所について、要求水準書の記載から変更
はありません。記載のとおり「入札時点」を基準と
します。
ただし、適用基準は、随時に改訂がありうるため、
応札者が入札時点で把握できる範囲には限りがあり
ます。そのため、入札公告時から入札時点までの間
に、適用基準に事業へ重大な影響を及ぼすような大
幅な変更または見直しが生じた場合は、別途市と協
議のうえ、対応等について決定するものとします。

2-3 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

8 2 3 （4） 積算基準 【全て入札時点・・・】との記載がございますが、
公告時点の誤謬では無いかとか思われます。修正願
います。

ご質問の箇所について、要求水準書の記載から変更
はありません。記載のとおり「入札時点」を基準と
します。
ただし、積算基準は、随時に改訂がありうるため、
応札者が入札時点で把握できる範囲には限りがあり
ます。そのため、入札公告時から入札時点までの間
に、積算基準に事業へ重大な影響を及ぼすような大
幅な変更または見直しが生じた場合は、別途市と協
議のうえ、対応等について決定するものとします。

2-4 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

11 3 2 （5） エ 遊水池 ①遊水地の設置が必要となった場合、余剰地を含め
た対象面積として計画、及び余剰地と新築住宅等整
備用地と共用することができる考えでよろしいで
しょうか。
②遊水地の設置が必要となった場合、余剰地及び新
築住宅等整備用地のゆりの木通り側の歩道に沿った
1.5ｍ以上の整備する沿道空地部分の地下に遊水地を
設置してよろしいでしょうか。

①について、遊水池の貯留量は、開発区域面積に
よって計画してください。
なお、計画の内容によっては、余剰地と市営住宅整
備用地それぞれに遊水池の設置が必要になる場合が
あります。
②について、沿道空地部分の地下に遊水池を設置す
ることは可能です。

2-5 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

別紙２：施設設計
要領

7 2-3 意匠計画
天井下地

天井下地は木造とありますが、同等以上の性能であ
れば他の材質でもよろしいでしょうか。又、間仕切
壁は軽量鉄骨下地で宜しいとの考えで宜しいでしょ
うか。

前段については、ご理解のとおりです。後段につい
ては、施設設計要領を遵守しつつ、維持や保守管理
コスト等の上昇を伴わない範囲で、要求水準を上回
る提案を行うことは妨げません。

2-6 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

別紙２：施設設計
要領

43 5-2 倉庫
防災備蓄庫

「よこはま防災向上マンション認定制度を満たす
事」とありますが、防災備蓄倉庫に収納される資機
材及び備蓄食料等は市が用意するとの考えで宜しい
でしょうか。また資機材及び備蓄食料などの維持管
理は本事業の対象外との解釈でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

2-7 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

別紙２：施設設計
要領

46 5-3 集会所
（４）倉庫

集会所におけるイス、テーブル等、備品の調達、設
置、維持管理業務は本事業の対象外との解釈でよろ
しいでしょうか。

イスやテーブル等の備品の調達及び設置について
は、本事業の対象外です。
また、維持管理業務については、要求水準書29頁
「第５ ４ 業務範囲」に定める内容が該当する場合
において、本事業の対象となります。

2-8 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

10 3 2 (2) 施設計画に関す
る基本的な考え
方

幅員１．５ｍの沿道空地部分に計画上、地下埋設の
構造物等を計画することは支障ないでしょうか。

沿道空地部分の地下に埋設構造物等を計画すること
は可能です。

2-9 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

24 4 8 (1) 実施体制 「業務責任者及び業務担当者を配置し、」とありま
すが、業務責任者と業務担当者は兼務できるとの理
解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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番号 該当頁 項目名 質問内容 回答資料名 該当箇所 （見出し記号）

2-10 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

24 4 8 (３) 業務内容 「工事監理者は、業務責任者を兼務することができ
る。」とありますが、業務担当者を兼務することも
可能でしょうか。

可能です。

2-11 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

29 5 4 業務範囲 維持管理業務範囲には、共用部の日常清掃、定期清
掃が入ってないですが、事業者にて実施しなくても
よいという理解でよいでしょうか。

ご理解のとおりです。

2-12 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

別紙２：施設設計
要領

44 集会所 別紙2には什器備品の整備には触れられておりません
ので、集会所の内の什器備品整備は不要という理解
でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

2-13 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

11 3 2 ⑸ イ 消防水利 新築住宅等整備用地と余剰地で一体の開発許可申請
を行います。また、余剰地を先行する工区と定め、
早期に開発行為を完了させる予定です。「開発許可
の手引」によると工区を設定する場合には先行する
工区に道路、公園等、排水施設等の公共施設が含ま
れていること（手-59)と記載がございます。上記公
共施設に「要求水準書で求められている防火水槽」
も含まれるという解釈で間違いないでしょうか。

公共施設のうち、消防の用に供する貯水施設の設置
の必要性については、公共施設管理者（消防局警防
課）との協議を経て判断するものとなります。
工区の設定は任意ですが、先行する工区に含める公
共施設の具体的な内容については、建築局宅地審査
課に確認してください。

2-14 要求水準書【市営
住宅整備等業務、
維持管理業務及び
余剰地活用業務
（付帯事業）編】

10 3 2 整備条件図 新築住宅等整備用地と余剰地の間を通る構内通路をJ
街区住民と余剰地活用業務企業が共同利用する場
合、双方の動線が将来にわたり担保される必要があ
るかと存じます。担保の方法に拘りや規則はござい
ますでしょうか。

定期借地権設定契約の終了時は、引渡時と同じ状態
での返還を原則としますが、共同利用を前提として
通路を整備した場合は、定期借地権設定契約の終了
時も、余剰地内の通路を残置していただく可能性が
あります。
詳細については、落札者決定後、協議の上定めるも
のとします。

3-1 要求水準書（案）
【入居者移転支援
編】

8 3. （４） イ 防犯対策等 浴槽、風呂釜、ガス給湯器の処分は事業者負担との
解釈でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。なお、浴槽、風呂釜、ガス給
湯器の処分は、解体撤去業務に含めるものとしま
す。

6-1 様式集 9 3 入札参加資格確
認書類に関する
提出書類

FAやSPC管理業務を担う企業等、設計企業、建設企
業、工事監理企業、維持管理企業、余剰地活用企業
のいずれにも該当しない構成企業は、令和7年3月２
５日公表の入札説明書等に関する質問に対する回答
番号6-25に準じて入札参加資格確認書類を作成すれ
ば良いでしょうか。

様式3-3の留意事項4に記載のとおり、設計企業、建
設企業、工事監理企業、入居者移転支援業務企業、
維持管理企業、余剰地活用業務企業のいずれにも該
当しない構成企業については、様式3-3の別紙とし
て、当該の構成企業の入札参加者としての役割やこ
れに関連する実績等の説明資料を添付してくださ
い。別紙は任意様式とし、表題を「設計・建設・工
事監理・入居者移転支援・維持管理・余剰地活用以
外の業務を担当する構成企業に関する補足資料」と
して、対象となる構成企業ごとに、1社につき2分の1
枚以下で簡潔に作成してください。
なお、これらの構成企業は、担当しない業務に係る
資格申告書（様式3-6〜3-11）の提出は要しません。
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番号 該当頁 項目名 質問内容 回答資料名 該当箇所 （見出し記号）

6-2 様式集 43 8 業務提案書類に
関する提出書類

業務提案書類に関連した参考資料「関心表明書等」
は令和7年3月25日公表の入札説明書等に関する質問
に対する回答番号6-13に準じて適宜添付しても良い
でしょうか。

提案の裏付けとして必要な資料である場合は、提出
を妨げません。ただし、提出者は次のことを承諾す
ることを前提とします。
① 提出いただいた資料が審査の対象となるとは限り
ません。
② 上記①の結果に関わらず、提案書と一体のものと
みなします。
③ 添付する資料は、提案の裏付けとして必要な最小
限の範囲に留めてください。
なお、提出いただく場合の体裁として、次の点に留
意してください。
・資料の冒頭に、資料の添付の目的と内容を簡潔に
記載してください。
・市が提出を求めている書類とは区別し、独立した
ファイルに綴じてください。
・同一内容の電子データを提出してください。

6-3 様式集 Excel形式 2 6-7 その他
の対価
（サー
ビス対
価Ｄ）
支払表

（サービス対価
Ｄ総額の内訳）

不動産取得税と登録免許税について、本様式に表示
された金額と実際の税額との間に差が生じた場合に
は、その差額は貴市との間で精算されることになり
ますでしょうか。

不動産取得税及び登録免許税は、様式6-7に記載の金
額によらず、実費で精算します。

7-1 基本協定書（案） 6 12 1 事業契約不調の
場合における処
理

落札者の決定および公表の直後に締結予定の「基本
協定書」において、落札者の責めに帰すべき事由に
より、事業契約に至らないケース（第7条第5 項及び
第6 項並びに第8 条第6 項による場合を除く）とは
具体的にどのような場合でしょうか。

基本協定書（案）第12条第1項は、「第7条第5項及び
第6項並びに第8条第6項による場合を除く」ではな
く、「含む」と規定しています。
同項の「落札者の責めに帰すべき事由により、事業
契約の締結に至らなかった場合」としては、例え
ば、いずれかの構成企業について第7条第5項各号に
掲げる事由が生じた、又は第7条第6項に定める参加
資格の喪失があったことにより、市が事業契約を締
結しないとき、又は仮契約を解除したときなどが想
定されますが、これらに限るものではありません。
なお、同項の違約金は、落札者の構成企業が、連帯
して支払うものです。

8-1 事業契約書（案） 13 3 10 事業遂行の指針
（余剰地手付
金）

余剰地を借地する場合、4千万円を手付金として市へ
預託する旨の記載がございますが、定期借地権設定
契約後、当手付金は「契約保証金」へ充当されると
いう解釈でよろしいでしょうか。

余剰地活用を借地によって実施する場合、手付金
は、定期借地権設定契約書（案）第11条に定める保
証金に充当します。

8-2 事業契約書（案） 23 47 1 1 イ 部分払 「市が指定する時期」はどのように決定されるので
しょうか。決定される際に、PFI事業者と協議してい
ただくことは可能でしょうか。

市が指定する時期は、出来高に応じて、PFI事業者の
発意に基づき、PFI事業者と市が協議して決定しま
す。

8-3 事業契約書（案） 23 47 1 2 イ 部分払 「市が指定する時期」はどのように決定されるので
しょうか。決定される際に、PFI事業者と協議してい
ただくことは可能でしょうか。

市が指定する時期は、出来高に応じて、PFI事業者の
発意に基づき、PFI事業者と市が協議して決定しま
す。


